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Ⅰ　はじめに

現在の我が国では，障害のある子どもの保育・
教育に関して，サマランカ声明（UNESCO，
1994）や 2006（平成 18）年に国際連合総会で採
択された「障害者の権利に関する条約」第 24 条

（教育）にあるように，障害のある子どもを含め
たすべての子どもに教育を受ける基本的な権利が
あり，すべての子どものための教育環境として，
インクルーシブ教育の推進が注目されている．

現在，我が国で制度化されている特別支援教育
は，「障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加
に向けた主体的な取組を支援するという視点に立
ち，幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握
し，その持てる力を高め，生活や学習上の困難を

改善又は克服するため，適切な指導及び必要な支
援を行うものである．」とあり，さらには，障害
の有無にかかわらず，子どもの教育的ニーズを把
握して，それに応じた指導等を行うことが示され
ている（文部科学省，2005）．このことから，障
害の有無にかかわらず，対象となる子どもに対す
る保育・教育では，子どもの実態態把握に基づい
て，学習や集団活動そして生活での活動における
困難に関する適切な指導や支援を行い，子どもひ
とり一人の能力を主体的に発揮することと共に他
の子どもとの共同活動などを通じた社会的な活動
に参加することを促進することが求められる．

そして，文部科学省初等中等分科会による「共
生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システ
ム構築のための特別支援教育の推進（報告）」（文
部科学省，2012）では，共生社会の形成に向けた
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インクルーシブ教育システムの構築とそのための
特別支援教育の推進などが示されている．このな
かで，就学相談・就学先決定の在り方について，
早期からの教育相談・支援や一貫した支援の仕組
みに関する事項を挙げている．厚生労働省障害児
支援の在り方に関する検討会の「今後の障害児支
援の在り方について（報告書）」（厚生労働省，
2014）では，「縦の連携」としてライフステージ
に応じた切れ目の無い支援と，「横の連携」とし
て関係者間のスムーズな連携とし，地域における

「縦横連携」の推進を挙げている．「縦横連携」に
よるライフステージごとの個別の支援の充実に
は，① 保育，母子保健等と連携した保護者の「気
づき」の段階からの乳幼児期の障害児支援，② 
教育支援委員会等と連携した小学校入学前の障害
児の支援，③ 学校等と連携した学齢期の障害児
の支援，④ 就労支援等と連携した上での学校卒
業後を見据えた支援を示している．これらから，
障害のある子どもがインクルーシブな保育・教育
の環境で学習活動などを行うために適切な支援な
どを得るためには，障害や発達に関する早期の支
援と共に，早期の支援を継続して受けることの重
要性が示唆される．特に，保護者の気づきを乳幼
児の支援につなげること，小学校への就学に関す
ること，小学校から中学校への移行など，子ども
の関係者（保護者，保育者，教師，支援機関など）
の間の連携や移行支援は重要であると考える．

また，厚生労働省が地域保健における母子保健
対策の重要性やその取り組みの推進などを示した

「健やか親子 21（第 2 次）」（厚生労働省，2014）
においては，いくつかの取り組むべき課題のなか
に，育てにくさを感じる親に寄り添う支援があり，
親が感じる子どもの育てにくさとして，子どもの
心身状態や発達・発育の偏り，疾病によるものな
どを挙げ，これらに関連することとして発達障害
に関連することを示している．そして，親子が適
切な支援を受けるためには，乳幼児健康診査など
の母子保健事業における的確な評価と適切な保健
指導と共に，福祉サービスへの橋渡しの重要性を
述べている．このように，母子保健の領域におい
ても，異なる領域との連携や支援の移行を支援す
ることが注目されている．

しかしながら，こうした子どもにある障害に関
する支援や発達の偏りなどに関する相談に関し
て，関係機関の連携や情報や支援の移行に関して
は，留意すべき事項が挙げられている．例えば，
幼小連携のあり方として，子どもが実際にふれ合
うことや教師同士が顔を合わせて話し合うことと
共に，保護者が小学校・幼稚園などをみることな
どの「顔が見える関係」を構築していくこと，子
どもの成長の視点を取り入れた連携による「互恵
性」を踏まえた交流を行うこと，そして継続する
ことによって多様な関係性が期待できることから

「継続性」のある交流活動をしていくことがポイ
ントとして挙げられている（吉田・杉森・伊藤，
2010）．また，特別な配慮を要する子どもの就学
に関する情報移行について，就学前に関わる保育
士・幼稚園教諭と就学先の小学校教諭との間に
は，対象や指導内容に関する違い（例えば，保育
所保育指針・幼稚園教育要領と学習指導要領），
情報移行に際して保育者と小学校教諭と伝えたい
情報と聞きたい情報の差異があることが指摘され
ている（柄田，2010；小出・柄田，2011）．

さらに，現在の法制度において，障害に関する
用語の意味や扱いが教育領域（学校教育法など）
と児童福祉領域（児童福祉法など）で異なる（例
えば，重度の知的障害と肢体不自由が重複してい
る児童に関しては，教育の領域では重度重複障害
児といい，児童福祉の領域では重症心身障害児と
いう）ため，さまざまな専門職がチームとなって
支援する多領域支援の現場においては留意を要す
ることが示唆されている（柄田，2015）．こうし
たことは，障害のある子どもを育てている保護者
やその周囲の人たちの混乱や理解不足による不安
などを引き起こす可能性があると推測でき，保護
者サポートが必要であると考える．

こうした点から，子どもと保護者が生活する地
域における発達相談に関して，子どもが日常的に
通う保育所・幼稚園・小学校や療育機関の他に，
子どもの障害による困難への助言や発達に関する
支援の相談や指導などを行う機関は重要な役割が
あると考える．このような地域の発達相談や指導
に関する機関としては，保健領域には保健セン
ター，児童福祉領域には児童発達支援センターな
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どの療育機関，教育領域では地域の教育委員会に
よる教育センターや教育相談窓口，医療領域では
地域の医療機関における小児科やリハビリテー
ション科などがある．これら以外の機関として，
大学などの研究・教育機関が地域住民の相談など
に応じている施設もある．

こうした地域の相談に応じる施設として，本学
が設置している研究施設の一つに，文京学院大学
心理臨床・福祉センターがある．このセンターは，
大学学則に規定されている研究センターであり，
愛称を「ほっと」としている．文京学院大学心理
臨床・福祉センター「ほっと」は，本学の地域連
携・地域貢献を担う機関の一つとし1997（平成9）
年に開設され，地域の子どもや大人を対象として，
保育・教育，発達，福祉，家族に関する相談など
を行う研究・教育機関である．現在，相談内容と
して「家庭や育児・医療福祉の相談」（家族関係・
育児・不登校などの相談や，在宅介護・地域の福
祉情報等に関する相談），「発達・就学の相談」（子
どもの発達や言葉の相談，就学相談など），「検査」

（発達検査の実施と評価）を掲げている．また，
このセンターの相談担当者は，本学の人間学部と
保健医療技術学部の教員と相談・支援を専門領域
とする職員で構成されている．

この大学付設機関である「ほっと」の行う地域
への相談・支援のサービスは，保健，福祉，教
育，医療などの領域で実施されている発達相談・
指導などと同様であると共に，研究・教育機関に
付設されている機関としての特徴も備えているこ
とと考えることができる．このような地域の発達
相談・指導などに対して，大学という研究・教育
機関に付設されている相談センターなどの機関に
ある役割を検討することは，地域のなかで生活し
ている障害のある子どもや障害は判定されていな
いものの発達に関する困難などのある子どもとそ
の保護者に対する地域発達相談に関する示唆を提
供できるものと考える．

Ⅱ　目的

本研究は，文京学院大学心理臨床・福祉セン
ター「ほっと」の相談事業に関する一定期間の実

績を検討して，地域で生活する子どもとその保護
者を対象とした地域発達相談に関する大学付設機
関の役割について，その基礎的事項をまとめ，地
域の発達相談に関する示唆を得ることを目的とす
る．

Ⅲ　方法

文京学院大学心理臨床・福祉センター「ほっと」
が発行した平成 22 年度から平成 27 年度の事業報
告書 6 年分のうち，各年度の相談件数から「問合
せ」（電話などにより相談事業などに関する問い
合わせ），「新規申込」（相談などの新規申し込み），

「初回（1）」（相談などで「ほっと」の初回で，検
査目的の来所を含めた），「初回（2）」（初回の次
の回で 2 回目），「継続」（3 回目以降の継続した
面接や指導などで，それ以前の年度からの継続し
た相談なども含まれる）の件数を挙げ，これらの
総計した「総計」と，「初回（1）」「初回（2）」「継
続」を合わせた「初回・継続」を算出した．なお，
平成 26 年度は，相談体制の調整などの理由で，4
月～ 9 月まで新規受付を中止した．

また，平成 24 年度事業報告に記載されている
相談者に関する「紹介経路」，「相談者の地域」，「主
訴」について，そして，新規申込の相談対象者と
継続して来所している相談者に関する「初回時年
齢」を挙げ，相談者に関する基本的な情報を得る
こととした．

Ⅳ　結果・考察

1．「ほっと」の相談件数について
平成 22 年度から平成 27 年度まで文京学院大学

心理臨床・福祉センター「ほっと」事業報告書か
ら得られた，年度ごとの相談件数を表 1 に示した．

表 1 から，平成 22 ～ 25 年度までの件数は，全
体として，年度を経るごとに増加していった．一
時的に新規の受付を中断した平成 26 年度とそれ
以降の平成 27 年度についても，相談などによる

「ほっと」来室は増加していることが示された．
これらの結果から，地域における相談・指導の希
望が多くあることから本センターのような地域の
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相談機関としての役割は重要であり，さらには今
後も継続した対応が必要であることが示唆された．

また，「問合せ」と「新規申込」を比較すると，
平成 22 ～ 25 年度までの件数と，平成 26・27 年
度の件数では，前者では「問合せ」が「新規申
込」よりも件数が多く，後者では「新規申込」が

「問合せ」よりも多かった．また，「初回（1）」と
「初回（2）」の件数について，平成 22 ～ 25 年度
までと平成 26・27 年度の両群で比較すると，前
者の方が件数の違いが大きく，後者では同等また
は件数は近い値であった．こうしたことは，平成
26・27 年度では，地域からの相談に関しては継
続して相談・指導を行うことが求められており，
その目的をもって問い合わせることや新規の申し
込みを行う相談者が多いと考えることができる．
一方，平成 22 ～ 25 年度までは，地域からの相談
は，問い合わせて聞いてみようかと相談者が考え
た内容であることや，初回のみの面接で対応する
相談内容であると想定でき，相談者の不安や悩み
に対して対応や，子育てに関して日々行っている
ことの確認などが求められていた場合もあったと
想定できるであろう．

次に，文京学院大学心理臨床・福祉センター
「ほっと」における相談件数のうち，年度ごとの
総数に対する継続した面接・指導の件数「継続」
の割合と，実際に面接を行った件数である「初回・
継続」の割合を，表 2 に示した．

表 2 から，年度ごとの相談件数の総数に対す
る「継続」の割合が，全体的には経年で上昇して
いることと共に，実際に面接を行った「初回・継
続」の割合も同様に上昇していることがわかっ
た．これらのことは，地域からの相談に関しては，

実際に相談者と会い，相談の主訴や内容などを聞
き取るなどの専門的な対応が必要であることや，
継続した面接・指導などが求められており，それ
らの必要性は年々増加していると考えることがで
きる．これらのことから，地域における相談・指
導に関する現代的な事項のうち，本人のライフス
テージに応じた切れ目の無い支援として示されて
いる「縦の連携」について，文京学院大学心理臨
床・福祉センター「ほっと」はその役割の一部を
担っていると考えることができるであろう．

2．「ほっと」相談者の基本的な情報
平成 24 年度に，文京学院大学心理臨床・福祉

センター「ほっと」に来所した相談者に関して，
表 3-1 は「紹介経路」，表 3-2 は「地域」，表 3-3
は「主訴」（複数回答）を示した．

表 1　「ほっと」の年度ごとの相談件数

年度 問合せ 新規申込 初回（1） 初回（2） 継続 初回・継続 総計

H22 27 16 15  6  26  47  90
H23 41 13 12  3  59  74 128
H24 72 19 18 14 94 126 217
H25 60 24 33 10 180 223 307
H26 12 14  8 8 146 162 188
H27  4 14 17 14 158 189 207

単位：件
＊ 平成 26 年度は、4 月～ 9 月まで新規受付を中止した

表 2　年度ごとの総数に対する「継続」「初回・継続」の割合

年度 継続 初回・継続 総計

H22 28.9　（ 26） 52.2　（ 47） （ 90）
H23 46.1　（ 59） 57.8　（ 74） （128）
H24 43.3　（ 94） 58.1　（126） （217）
H25 58.6　（180） 72.6　（223） （307）
H26 77.7　（146） 86.2　（162） （188）
H27 76.3　（158） 91.3　（189） （207）

単位：％　かっこ内は件数

表 3-1　平成 24 年度の相談者の紹介経路

幼稚園等の
機関

療育等
の機関

知人等
の紹介

地域の
広報誌

本学ホーム
ページ

40 16 27 3 14

単位：％

表 3-2　平成 24 年度の相談者の地域

ふじみ野市 富士見市 三芳町 川越市 その他

72 3 7 11 7

単位：％

表 3-3　平成 24 年度の相談者の主訴（複数回答）

発達
全般

きこえと
ことば

家族の
対応

集団生活
について

学習に
ついて

検査
のみ

44 25 16 9 3 3

単位：％
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さらに，来所した相談対象者の「初回時年齢」
について，2 ～ 3 歳は 9 名，4 ～ 6 歳は 13 名，
7-12 歳は 5 名，13 歳以上が 2 名であった．この
ことから，相談対象者の多くは幼児が対象であり，
さらに学齢児に関する相談もあった．

現在までの文京学院大学心理臨床・福祉セン
ター「ほっと」の相談事業を代表する結果として，
平成 24 年度の事業報告から相談者に関する基本
的な情報を取り上げてみたところ，ふじみ野市周
辺地域の相発達談機関の一つとして，地域の子ど
もの相談・指導を担う役割があること，子どもの
保育・教育を担う幼稚園などの機関や障害のある
子どもなどの発達支援を必要とする子どもとその
保護者を支援する療育機関などと連携する必要性
が高いこと，そして，ふじみ野キャンパスの地域
的な特徴として近隣する富士見市，三芳町，川越
市という周辺地域を念頭にすることが重要である
ことが明らかとなった．つまり，子どもの発達相
談とその保護者の支援に関する現代的なニーズで
ある「横の連携」：地域における子どもと保護者
の支援に関係する専門職間の連携に関して，文京
学院大学心理臨床・福祉センター「ほっと」の役
割があることが確認できたと考える．

Ⅴ　総合考察

文京学院大学心理臨床・福祉センター「ほっと」
の研究・教育機関としての目的の一つである地域
に対する相談事業に関して，これまでの相談件数
から，地域における子どもの発達相談とその保護
者支援を主とした取り組みであること，地域の保
育所・幼稚園・小学校などの機関や療育機関など
の専門機関との連携が求められていること，そし
て，継続した面接・指導のニーズから子どものラ
イフステージに応じた指導・支援が求められてい
ることが明らかになった．こうしたことから，こ
のセンターの地域発達相談に関する役割として，
障害のある子どもや障害が判定されていなくても
支援や配慮が必要な子どもが保育所・幼稚園・小
学校などを含めた地域で，他の仲間と共に学び，
生活することに関する現代的なキーワードである

「縦横連携」に関わる機関の一つであることが示

唆された．
現在，地域における子どもの発達支援に関する

制度には，保健領域に関すること（例えば，一般
的にいう 1 歳 6 か月児健康診査や 3 歳児健康診査）
と児童福祉領域に関すること（例えば，障害児通
所支援としてある児童発達支援や医療型児童発達
支援に関する事業）などがある．これらのうち，
障害のある子どもに関する療育や，そうした子ど
もの発達支援に関する相談を行う取り組みである
児童発達支援を行う機関・施設を利用するために
は，現在の制度では，市町村への障害児福祉サー
ビスの利用申請が必要となる．この申請に関して，
保護者が居住する地域の市町村の窓口に，障害支
援区分の認定の申請を行い， サービス等利用計画
案の作成とそれに関する支給決定の後に，利用を
希望する機関・施設と契約することになっている．

こうしたプロセスを経ることにより福祉の制度
が利用できる一方で，保護者が子どもの支援を希
望してから実現するまでには，手続きに関する対
応や時間の経過を要することとなる．また，1 歳
6 か月児健康診査や 3 歳児健康診査で子どもの発
達に関する指摘を初めて受けた保護者にとって
は，子どもの発達に関する初期的な不安や戸惑い
のあるなか，専門的な手続きや時間を要する手続
きを行うことには，心理的な抵抗感があるものと
考える．こうしたことから，障害のある子どもの
発達支援やその保護者の支援のうち，初期的な悩
みや相談ごとに対応する機関として想定できる地
域の保健センターや子育て相談室などに加えて，
障害児福祉サービスの制度には含まれない大学の
設置した相談機関は有効な選択肢と考えることが
できるであろう．

一方で，小学校・中学校の通常学級における学
習上の困難や行動上の困難（こだわりや対人関係
に関すること，不注意や注意持続の困難，衝動性・
多動性）などある児童・生徒などの特別な支援を
要する子どもに対する教育的な配慮や，保育所・
幼稚園などの保育現場における「気になる子ども」
として保育上の個別的な配慮を要する子どもに対
して，保育現場や学校の外での支援を保護者が希
望することは想定できることと考える．

例えば，1 歳 6 か月児健康診査で知的な発達に
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関して経過観察を指摘されて，その後に軽度の知
的障害と判断された子どもの保護者を考えてみ
る．この保護者が，そうした経過から子どもの発
達支援のために，地域の療育機関のリハビリテー
ション部門と共に地域の幼稚園に通園させていた
とする．この子どもが就学支援を経て地域の小学
校にある特別支援学級に在籍したとき，その保護
者はこれまで受けていたリハビリテーションを継
続して受ける希望を有することは当然のこととし
て受け止めることができるだろう．この例のよう
な子どもの発達支援に関する指導を継続して希望
する保護者にとって，地域の児童発達支援に関す
る機関や近隣の療育機関のリハビリテーション部
門と共に，文京学院大学心理臨床・福祉センター

「ほっと」で行っている継続した支援活動は，地
域の発達支援の取り組みの役割を担うものとなっ
ていると考える．

ふじみ野市の乳幼児健康診査で経過観察が必要
となった子どもとその保護者に関する実態調査の
報告で，地域の制度を整備するために，（1） 健診

後の相談・支援の流れを明確にし，一本化するこ
と，（2） 住民への相談・支援内容の周知をはかる
こと，（3） 親同士の集まる場を確保し，その中に
専門家が同席し，適宜助言・指導していく体制を
整備する必要性があること，を述べている（柴田・
西方・神作他，2015）．この報告のなかで，大学
の役割として，社会貢献の一環として行政と連携
をより強化しながら，人材や知財を提供し発達支
援・障害児療育に貢献することが必要であると述
べている．こうした提言は，地域で支援を求めて
いる子どもと保護者がいることを認識し，今後も
専門的な相談・支援を提供することが重要である
ことから，大学付設の相談機関としての特徴とし
て専門性の高い人材や情報を提供することを示唆
していると考える．

ここまで述べてきたように，地域における子ど
もの発達支援とその保護者に対する支援は，子ど
もの成長に応じて関わる専門機関が連携した多領
域支援の視点と共に，本人のライフステージを見
通した生涯発達支援の視点が重要である．このこ

19歳以降

誕生から成人までの福祉・教育の流れ

学 齢 期

乳幼児期 福祉領域 教育領域

保育所等
幼稚園 特別支援学校

幼児部

特別支援学校
小学部

特別支援学校
中学部

特別支援学校
高等部

１歳６か月児健診
３歳児健診

放課後健全
育成事業

（学童クラブ）

・ 児童発達支援等
・ 放課後等
  デイサービス

小学校
 （通常学級）
 （特別支援学級）
 （通級での指導）

中学校
 （通常学級）
 （特別支援学級）
 （通級での指導）

高校
 （通常学級）

図 1　子どもの発達支援に関する専門機関の例
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とに関連して，地域での子どもの支援に関連する
制度や専門機関は多様であることに加えて，ライ
フステージに応じて変化するため，子ども本人と
保護者が希望する選択肢はひとり一人異なること
が想定できる．乳幼児期から学齢期までの子ども
の発達支援に関する専門機関の例を図 1 に示し
た．地域における発達の支援を要する子どもとそ
の保護者をサポートする専門職は，この図に示し
た機関を概観し，それらで専門的な知識と技術を
用いて子どもに関わり，保護者への対応を行う専
門領域に関する相互の理解が求められるであろう．

本研究の結果から示唆されたこととして，地域
における子どもの発達支援とその保護者に対する
相談という地域発達相談の取り組みにおいて，研
究・教育機関である大学が設置している研究機
関である文京学院大学心理臨床・福祉センター

「ほっと」は，その目的である研究・教育の推進
や地域への相談窓口の提供に加えて，地域におけ
る発達支援機関の一つとして在ること，継続した
面接・指導を提供すること，そして，地域の相談
機関とその専門職が相互に理解することを促進す
るための研究・研修に関する活動に取り組むこと
が挙げられる．

今後の取り組みとして，文京学院大学心理臨
床・福祉センター「ほっと」の役割の特徴に関し
て，継続して面接・指導を受けている相談者に関
する調査などを行い，検討していくことが必要で
あると考える．
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